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はじめに 

 

南筑後普及指導センター管内は、福岡県の南部に位置し、耕地面積は約

11,000ha（田が 87％、普通畑・樹園地が 13％）で、福岡県の 14％を占めてい

ます。 

平坦・干拓地では水稲・麦・大豆に、イチゴ、ナス、アスパラガス、セルリー

等の施設野菜が、東部の山麓地帯の樹園地ではミカン、ブドウ等の果樹が栽培さ

れ、花きや畜産を含めて優れた農業経営が行われています。 

 

当センターでは、福岡県で平成 29 年 3 月に作成した「福岡県農林水産振興基

本計画」の実現と、地域農業の課題解決に向けて、活動を行っております。 

特に、令和３年度は「若手農業者が活躍する未来に続く南筑後の農業」の実現

を目標に、普及指導年度計画を作成し、効率的な普及活動を展開してきました。 

 

令和３年度は、８月の記録的な豪雨により、作物の浸冠水害に、施設の被害な

ど大きな気象災害に見舞われました。特に、大豆では長時間の冠水により、株が

枯死するなど、甚大な被害となりました。 

加えて、前年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会情勢の

変化への対応も続きました。 

そのため、十分な成果を上げることができなかった活動もありましたが、生産

部会・ＪＡ・市町等の関係機関・団体と連携した活動で、一定の成果が見られた

課題もありました。 

 

この成果集は、令和３年度に当センターで行った活動の一端を掲載したもので

す。まだまだ、発展過程にある課題も多くありますが、経営改善や技術向上の手

法、地域や産地の振興方策等への参考にしていただき、今後の農業経営の改善、

地域農業の発展にご活用いただければ幸いです。 

 

 

 

令和４年３月 

 

筑後農林事務所南筑後普及指導センター長 藤木 宜時  
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Ⅰ  普及活動の主な成果 
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[１] 次世代を担う経営体の育成によるカンキツ産地の維持 
 

１ 課題化の背景 

ＪＡみなみ筑後管内は園芸農業が盛んであり、特にカンキツは全国でも有数の

産地であるが、生産者の高齢化や後継者不足により産地規模の縮小が進行してい

る。 

そこで、産地の生産力を維持・強化するため、個別経営体の経営強化を図ると

ともに労働力確保に向けたシステムづくりや新たな担い手の確保、育成を支援し

た。 

 

２ 活動の内容 

（１）重点支援経営体の経営改善 

個別面談により抽出した４つの課題（①労働力確保、②「早味かん」の収量、

品質の向上、③「北原早生」の連年安定生産、④新規就農者の面積拡大）に対し

て、それぞれの課題を解決するモデルとして８経営体を選定した。 

①については、経営規模の大きい生産

者や重点地区（伍位軒集落）を対象に労

働力支援団体の紹介を行った。また雇用

を希望する農家に対し、関係機関と連携

して、労働力支援団体との具体的な雇用

計画に関する協議を支援した。②・③に

ついては、年間を通した生産安定技術の

展示ほの設置と研修会、④については、

面積拡大する際の品種構成に対する助

言や苗木定植の技術支援を行った。 

   

 

図１ 労働力支援団体の比較 

写真１ 重点地区での説明会 

企業 ①国籍及びスタッフ数 ②雇用条件 ③契約期間 ④単価（円/時間）
⑤残業・休日

勤務
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⑩社会
保険
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施設
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Ａ
特定技能外国人
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B
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はなし
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1人当たり旅費
は車代（2,000
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（２）新規就農者の確保、育成   

柑橘部会の部会員に対して、就農促進パンフレットを配布・説明し、定年・Ｕ

ターン就農の促進を行った。 

また、新規就農者の早期経営安定化及び定着を図るため、部会と連携し、新規

就農者向けの基礎技術研修会や個別巡回支援を行った。 

 

３ 主な成果 

（１）重点支援経営体の経営改善 

①については、労働力支援団体側

に昨年度の問題点の改善を申し入れ

たことにより、作業性の改善が見ら

れ、利用農家の満足度が向上した。ま

た農家と新規就農を希望する研修生

とのマッチングを行い、合せて４経

営体が労働力確保により売上を増加

させることができた。このうち１戸

の農家が労働力支援団体を収穫作業

で利用し、収穫量や作業状況などを

調査した。 

この結果を解析し、生産者ごとの収穫性、価格などの利用条件でシミュレーシ

ョンを行えるように今後計画する。 

  また、収穫期間に安定した雇用が必要な生産者については、収穫作業がない日

の対応について引き続き課題が残った。引き続き関係機関と協議を行い、農家に

合う支援策の協議を行う。 

②・③については、各２経営体が、樹勢回復と日焼け果対策に取り組み、出荷

量が増加して収益増加につながった。今後は全体への普及を行う。 

④については、２経営体で目標を上回る経営規模の拡大が進んだ。うち１経営

体は、管内で計画されている大規模基盤整備に参加する意向があり、労力、資金

などの面で支援を行って行く予定である。 

   

（２）新規就農者の確保、育成 

  今年は３名が新規就農した。また、直近５か年の新規就農者 10 名のうち６名が

収量向上により自己目標を達成した。 

 

写真２ 日焼け対策展示ほ 
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[２]  リーフレタス産地づくりと柳川の園芸振興 

～水田農業への園芸品目の導入、産地を支える農業者の育成～ 

１ 課題化の背景 

柳川地域は、米・麦・大豆による水田農業を中心に、施設野菜、露地野菜等の

多様な園芸農業が盛んな地域であるが、高齢化による農家数の減少と産地規模の

縮小が懸念されている。 

そこで、露地栽培で取り組めるリーフレタスを新規品目として導入し、新たな

産地づくりの推進を行った。また、産地規模の維持拡大に向け主要品目の強化を

図るため、生産部会と連携して産地強化計画を作成し、生産量・販売額の向上を

支援した。併せて、新たな担い手の発掘・確保・育成に取り組んだ。 

 

２ 活動内容 

（１）リーフレタスの産地づくり 

関係機関（市、ＪＡ）と連携して産地づ 

くり支援会議を開催し、前年の生産販売の 

実績検討を行った（写真１）。令和２年産は、 

市場価格の低迷により所得の確保ができな 

かったため、価格安定事業への加入や契約 

販売の提案を行った。また、個別に巡回指 

導を行い生産の安定を図った。 

 

（２）園芸産地の強化 

ＪＡ柳川の園芸の主要品目として、ナス 

イチゴ、アスパラガス、オクラを選定し、 

産地強化計画の作成、実践を支援した。昨 

年、計画を作成したナス、オクラは、展示 

ほの調査等を実践し（写真２）、イチゴ、 

アスパラガスは、役員会においてＳＷＯＴ 

分析を行い、現状分析、戦略の検討等を行 

うとともに、生産・販売強化計画の作成を 

支援した。 

 

（３）担い手の確保・定着 

「柳川市新規就農者等支援会議」を中心に、月１回の定期的な就農相談会を開 

催し、就農希望者の就農計画策定支援を行った。 

また、イチゴ、アスパラガスでは、新規栽培者を対象として、個別に巡回支援 

を行い、早期の技術習得と就農定着を図った。 

写真１ 産地づくり支援会議 

写真２ ナスの展示ほ調査 

    （整枝方法の検討） 
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３ 主な成果                 

（１）リーフレタスの産地づくり 

リーフレタスは、新型コロナウイルス感染症や気象（高温）の影響等により、 

栽培開始から３か年連続で市場価格が低迷したため、作付面積の縮小や品目変 

更等を行う生産者が多く、産地化は難しい状況となった。 

 

（２）園芸産地の強化 

関係機関（市、ＪＡ）と連携し、毎月 

  園芸部会産地強化支援会議を行うことで 

計画の作成・実践の進捗管理ができた。 

アスパラガスでは、次年度に取り組む 

課題の明確化、優先順位付けを行い、産 

地強化計画を作成した。 

園芸品目の販売額は、ナスの新技術導 

入による収量向上、イチゴ、アスパラガ 

スの新規就農者の増加等により、28 億６ 

千万円から 29 億３千万円に増加した。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）担い手の発掘・確保・定着 

新規就農者は、令和３年は新たに４経営 

体を確保することができ、令和元年の４経 

営体から令和３年の 15 経営体となった。 

品目別では、イチゴで３名、アスパラガ 

  スで４名、ナスで４名が就農し、栽培基礎 

講座、個別巡回等の支援により、就農定着 

が図られている（写真３）。 写真３ イチゴ栽培基礎講座     

図１ 園芸品目販売金額の推移 

（ナス、イチゴ他 16 品目） 

（令和３年：令和２年４月～令和３年３月） 

表１ アスパラガス部会のクロスＳＷＯＴ分析 

280

285

290

295

令和元年 令和２年 令和３年

販
売
金
額
（
千
万
円
）
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[３] 集落営農法人の経営力強化 
～足腰の強い土地利用型法人の育成に向けて～ 

 

１ 課題化の背景 

南筑後普及指導センター管内では、集落営農組織の法人化が進み、86 組織が法

人化している。しかし、各法人の運営及び経理管理はそれまでの任意組織の方式の

ままで活動しているケースがほとんどで、土地利用型法人としての経営基盤が不

十分であった。 

そこで、令和元年～３年の取り組みとして、管内の集落営農法人を対象に、効率

的な土地利用・基幹作業の共同化・プール計算方式の導入により経営力を強化した

モデル法人を育成するとともに、他の法人への波及を図った。 

また、経営改善の意向のある組織に対して、作業の共同化やブロックローテーシ

ョン、品種の団地化等による経営の効率化を図った。 

さらに、平成 28～30 年度に法人が策定したステップアップ計画について、令和

元年度時点で目標未達成であった 10 法人に対して、目標達成に向けた重点支援を

行った。 

 

２ 活動内容 

活動は、４地区（南筑後、柳川、大川、大木）ごとの活動を基本に、関係機関

（普及指導センター、ＪＡ、市町）で組織した各地区の担い手支援チーム会議を

活動母体として以下の活動を行った。 

 

（１）モデル法人の育成 

  担い手支援チーム会議で支援方針を決定し、法人役員会へ参画してプール計算

方式の導入の提案・協議を行った。 

   

（２）集落営農法人の体制整備 

経営改善の意向のある組織の中から、実現可能性の高い７組織を担い手支援チ

ームで選定し、法人役員会へ参画して、基幹作業の共同化やブロックローテーシ

ョン、品種ごとの団地化等を推進した。 

 

（３）ステップアップ計画の目標達成支援 

各地区の法人連絡協議会への助言指導

を行うとともに、講習会の実施（写真１）

や、法人面談（写真２）等により、ステ

ップアップ計画で設定した目標の達成を

支援した。 

 また、法人リーダー研修会を実施して
写真１ 麦類講習会  
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法人役員の経営力向上を図った。さらに、法人の連携強化に関する意向調査を行

った。 

 

３ 主な成果 

（１）モデル法人の育成 

  令和元年度にＡ法人が一部のほ場の水稲・麦類・大豆について、Ｂ法人が大豆

でプール計算方式を導入した。 

令和３年度には大豆と麦類でプール計算方式を導入していたＣ法人が、新たに

水稲でプール計算方式を導入した。 

また、Ｄ法人では、畦畔除去の事業後に共同作業とプール計算方式の導入を検

討することとなった。 

 

（２）集落営農法人の体制整備 

 令和２年度にＥ法人が大豆の団地化、Ｆ法人が麦類収穫の共同化に取り組ん

だ。 

令和３年度にはＧ法人が水稲移植の共同化に取り組んだ。 

また、令和３年度に大豆で「部分浅耕一工程播種」の導入支援（写真３）を行

ったことで、Ｈ法人と I 法人において共同播種の導入に向けた機運が高まった。 

 

（３）ステップアップ計画の目標達成支援 

令和元年度にＪ法人とＫ法人が麦類の目標収量を達成し、Ｌ法人が土壌改良資

材の散布、土壌灌漑システムを実施した。 

令和２年度では、Ｍ法人が中核的農家の後継者をオペレータとして確保した。

令和３年度ではＮ法人が麦類の目標収量を達成し、Ｏ法人が水稲品種「実りつ 

くし」の団地化を実施した。 

なお、令和３年度の大豆は、「部分浅耕一工程播種」の導入支援や適期播種指

導を行ったために早期播種を実現でき、順調に生育していたが、８月中旬の大雨

による冠水被害で目標収量を達成できなかった。 

写真３ 部分浅耕一工程播種の実演会 写真２ 法人面談 
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[４] 次代を担う多様な担い手の確保・育成 

 

１ 課題化の背景 

南筑後地域では、農業従事者が減少傾向にあること、また女性農業者の経営

参画の機会が少ないなどにより、産地の維持が懸念されている。そのなかで、

次代を担い地域の農業を支えていく新規就農者の確保・育成と女性農業者の育

成が重要な課題となっている。 

そこで、新規就農者に対しては、関係機関と連携し、サポート組織による確

保・育成に取り組んだ。女性農業者に対しては、経営への参画意欲の向上を図

るため、各種研修の開催やキャリアプラン等の策定支援を行った。 

 

２ 活動の内容 

（１）新規就農者の確保・育成 

  就農希望者をサポートするため、関係機関 

（市町、ＪＡ）と連携し、定期的な就農相談会 

の開催を行った（写真１）。新規就農者に対し

ては、農業簿記等の基礎知識の習得に向けた研

修の開催や就農定着に向けた個別巡回支援を

実施した。 

（２）キャリアプランの作成支援 

  みやま市でミカンを栽培する女性農業者を対 

象に、将来の経営目標の策定を目標とした年４ 

回のキャリアプラン作成講座を開催し、キャリ 

アプラン作成に向けた支援を行った（写真２）。 

                           

３ 主な成果 

（１）新規就農者の確保・育成 

令和３年度は、令和４年１月末現在でのべ  

111 件の就農相談に対応し、24 名の新規就農者 

が確保された。また、平成 28 年度就農者 39 名 

の就農６年目での定着率について、100％を達成 

することができた。 

（２）キャリアプランの作成支援 

  キャリアプラン作成講座に参加した７名の女性農業者は経営の課題や問題点

等を整理し、将来の経営目標を定めたキャリアプランを策定した。また具体的に

目標を設定し戦略を練る中で、経営参画への意識が高まった。              

写真１  就農相談会 

写真２ キャリアプラン作成講座 
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［５］足腰の強い水田農業経営に向けて 

 

１ 課題化の背景 

水田農業では担い手の高齢化や後継者不足、さらに米価の低迷や気候変動に起因す

る収量品質の低下などの問題を抱えている。そこで、水田農業の経営力強化に向け、

スマート農業を含む省力・低コスト栽培技術の導入と普及、並びに水稲新品種「実り

つくし」の安定生産に取り組んだ。 

 

２ 活動内容 

（１）  省力・低コスト栽培技術の導入と普及 

管内の大規模農家を含む 65 経営体がメンバーとなっている「省力・低コスト栽培

研究会」に対して、ドローン防除や大豆部分浅耕播種、水稲乾田直播等に関する研修

会を開催し、省力・低コスト栽培技術の推進を行った。 

（２）「実りつくし」の安定生産 

施肥改善と中干しの徹底を図る栽培資料を配布するとともに、栽培指標田と実証ほ 

を設置し、講習会及びタイムリーな栽培情報発信を活用して、水管理や穂肥及び病害

虫防除についての適正管理を促した。 

 

 

 

３ 主な成果 

（１）省力・低コスト栽培技術の導入と普及 

大豆部分浅耕播種は６経営体が導入するとともに、一部の市町が補助する動きがあ

るなど、関係機関を巻き込んだ取り組みにつながった。スマート農業は７経営体が新

たに取り組み、ドローン６台、直進アシスト田植機・トラクタ各２台等が導入された。 

（２）「実りつくし」の安定生産 

  平成 29年から本格的に生産を始めたＪＡ柳川では、令和３年は前年に比べ収量は

21％増加し、面積は 2.5 倍に拡大した（図１）。 

 

写真１ 研修会（ドローン防除の講習） 図１「実りつくし」の収量と面積の推移 
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[６] ＩＣＴ活用によるナスの安定生産 

～ＩＣＴの活用と「ＰＣ筑陽」の安定生産を支援～ 

 

１ 課題化の背景 

 南筑後地域の促成ナス栽培では、光合成促進装置と環境測定装置および着果促進

処理が不要な省力化品種「ＰＣ筑陽」の導入が進んでおり、これらを活用した生産

性向上が求められている。このため、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した環境制御

技術と「ＰＣ筑陽」の安定生産技術の普及に取り組んだ。 

 

２ 活動の内容 

（１）ＩＣＴの推進 

環境測定装置導入者（37 戸）を対象に個別相談会とＩＣＴ研究会を開催し、環

境制御技術の課題整理と、生産性向上のための技術情報の提供を行った（写真１）。

また、「ＩＣＴ導入の手引き」を作成し、未導入者に対しても環境制御技術の情報

提供を行い、ＩＣＴの導入推進を図った。 

（２）「ＰＣ筑陽」の安定生産 

「ＰＣ筑陽」の栽培技術実証ほを設置し、その成果を現地検討会等で情報提供

して栽培技術の普及・定着を図った。また、単為結果性品種の特性に対応した「博

多なす栽培の手引き」を活用し、温度管理や着果数管理などの技術啓発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 主な成果 

（１）ＩＣＴの推進 

 ＩＣＴ導入者は平成 30 年産の 26 名から令和３年産で 37 名に増加した。また、

令和２年産の平均収量はＩＣＴ活用者が 20.5ｔ/10a となり、部会平均と比べて

115％の増収となった。 

（２）「ＰＣ筑陽」の安定生産 

「ＰＣ筑陽」の栽培管理技術の向上により、令和２年産の収量は平成 30 年産と

比べて 111％の増収となった（図１）。 

写真１ ＩＣＴ研究会の様子 図１ なす品種別の平均収量（管内ＪＡ） 
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[７] 産地の目標となるイチゴ経営モデルの育成 

～収量向上と規模拡大で産地の維持・拡大～ 

 

１ 課題化の背景 

 管内のイチゴ産地では、60 歳以上の生産者が約 40％を占め、今後、生産者の減少

による産地縮小や生産量の低下が懸念される。 

このような状況下、生産量を維持・拡大するには、収量向上や個別経営の規模拡

大が必要である。そこで、産地内のイチゴ農家の目標となる高収量・大規模経営の

モデルを育成し、その波及効果により産地の維持・拡大を図る。 
 

２ 活動の内容 

（１）収量向上 

収量向上を目指す生産者をＪＡ毎に組織化した。これらのグループに対し高収

量生産者の栽培管理情報を提供するとともに、環境測定装置を用いたハウス内環

境把握と生育診断に基づいた検討会を開催し生産技術改善を支援した（写真１）。 
（２）規模拡大農家の育成 

大規模経営を志向する農家９戸を組織化し、経営計画の策定を支援するととも

に大規模先進農家の視察、雇用型経営研修会及び個別面談を行った。 
 

３ 主な成果 

（１）収量向上 

  温度管理技術やかん水管理技術が向上し、収量向上を支援したグループ 20 戸

のうち 12 戸が平成 29 年産に比べて収量が向上した。このうち２戸は６ｔ/10a を

超えた。 
（２）規模拡大農家の育成 

支援対象農家全てが規模拡大に向けた経営計画を策定し、令和元年～３年度の

３年間で２戸が経営規模を拡大した（写真２）。また、他の農家も将来の規模拡大

に向けて課題解決に取り組んでいる。 

 
写真１ 環境測定装置を活用した検討会 

環境測定装置 

写真２ 規模拡大したハウス（空きハウス利用） 
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[８] 「シャインマスカット」高品質化によるブドウ産地強化 

～赤秀品率を高めて単価の向上と販売金額の増加～ 

 

１ 課題化の背景 

ＪＡみなみ筑後山川ぶどう部会は、平成 25 年からブドウ優良品種「シャインマ

スカット」を導入し、令和元年には導入戸数 20 戸、面積 2.9ha、集荷量 37ｔまで

増加した。   

しかし、集荷量が増加する一方で、品質のバラつきが販売上の課題となり、産

地間競争による単価下落が懸念された。   

そこで、「シャインマスカット」の集荷量を拡大させつつ、高品質生産に取り組

むことで、単価の向上による販売金額の増加を図った。 

 

２ 活動の内容 

「シャインマスカット」高品質化による売上向上 

 高品質化を目的とした着果数の違いや果実袋の種類の試験ほを設置した。また、

ＪＡ営農指導員と連携して園地毎に栽培管理評価表を作成し（図１）、園地の状況

を見える化するとともに、評価を基に個別指導や講習会を実施した。これらの取

り組みを通じて生産者の栽培管理技術を底上げし、赤秀品率向上による販売金額

の増加を図った。 

 

３ 主な成果 

（１）管理状況の見える化による品質向上意識の高まり 

 園地毎の評価に基づいた指導の結果、房づくりや適正着果数、収穫適期といっ

た品質向上のための栽培管理に対する生産者の意識が高まった。 

（２）販売金額の増加 

 講習会や個別指導により、栽培管理技術の統一を図ったことで、生産量の安定

とともに赤秀品率が高まり、令和３年の単価は 1,960 円/㎏となり、令和元年と比

較して 29％向上した。また、成木化や面積拡大も伴って、生産者１戸あたりの売

上が増加し、「シャインマスカット」の部会販売金額が約２倍に増加した（図２）。 

図１ 園地栽培管理評価表(一部抜粋) 図２ 部会販売金額とシャインマスカット

赤秀品率の推移 

令和3年産 シャインマスカット園地栽培管理評価表

作型
面積
(a)

樹齢
(年）

調査日 適正房重
適正着果量

（房/ｍ）
LAI（水回り期

～収穫期）

- - - - 400g
8房/ｍ

（4000房/10a)
2.8程度

加温 10 7 6/9、6/21 500～600 25房前後 2.5程度

雨よけ 2 6月9日 600 16前後 2

トンネル 4 4 6月9日 400前後 14 2

トンネル 7 4 6月9日 400前後
12（上部枝梗2

房あり）
2



- 12 - 

 

[９] 次代を担う花き生産者の経営安定 
 

１ 課題化の背景 

南筑後地域では多様な花き品目が栽培されているが、高齢化による産地の縮小

が懸念されており、次代を担う花き生産者の育成が急務である。 

そこで、今後の産地を担う若手生産者に対し、令和元年度に個別経営カウンセ

リングで設定した目標の達成に向けて支援を行い、経営の安定を図った。 

 

２ 活動の内容 

（１）若手生産者の経営安定 

経営者意識の高い８名の若手生産者に対して年度初めに個別経営カウンセリン

グを行い、経営目標を確認し、課題解決計画の策定を支援した。さらに、各生産

者の目標達成へ向けて個別巡回指導や生産改善展示ほの設置を行った。 

年度末には、各自の出荷データや経営データを基に分析を実施し、課題解決状

況の確認と活動の振り返りを行った。 

（２）勉強会の開催 

花き先進経営体視察研修会や施設園芸設備勉強会を開催し、経営意識の向上を

支援した（写真１）。また、オンラインで主要市場と品種検討会や販売反省会を開

催し、品種選定や優良品種導入等に向けた情報交換を行った（写真２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 主な成果 

重点支援や現地指導により、トルコギキョウの出荷率向上、ダリアの優良品種

の導入などにより出荷量が増加した。若手生産者８名中４名がダリアの坪収量

150 本/坪やトルコギキョウの売上向上などの目標を達成し、昨年度と合わせて７

名が目標を達成した。 

写真１ 先進経営体視察研修会 写真２ オンライン販売反省会 
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[10] 和牛子牛の発育向上について 

～性選別精液の利用促進～ 

 

１ 課題化の背景 

管内の和牛繁殖農家戸数は年々増加傾向をたどっている。子牛市場では、後継

牛として有望な雌子牛を除けば、雌子牛より雄子牛のほうが販売価格は高い。一

方、現在性選別精液が流通しており、これを活用し、雄子牛の出荷割合を高める

ことは和牛繁殖経営の発展のため有効である。そこで普及センターでは和牛の性

選別精液の利用推進に取り組んだ。 

 

２ 活動の内容 

（１）和牛の雄精液利用の推進 

毎月の出荷市場のデータをとりまとめ、雄子牛価格及び雌牛価格の情報を発信

し、雄子牛の市場性の高さを示して、雄精液の利用を推進した（写真１）。 

（２）ゲノム研修会の実施 

管内の和牛繁殖農家に対し、本牛の遺伝子情報を迅速に得られるゲノム育種価

について理解を深めるとともに、県内の雌牛の産肉能力項目別優良牛の血統構成

を共有するため研修会を開催した（写真２）。 

 

３ 主な成果 

（１）和牛の雄精液の利用者数 

和牛の雄精液の推進を実施した結果、利用農家は令和元年の２戸から令和３年

は８戸に増加した。また、出荷雄子牛割合は、令和元年の 56％から令和３年は 61％

に増加した。 

（２）ゲノム研修会 

管内和牛繁殖農家に対して研修会を実施し、ゲノム育種価及び血統分析情報に

ついて理解が深まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 市場の出荷子牛群 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ ゲノム研修会風景 

 



Ⅱ  トピックス 
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[１] ＪＡみなみ筑後トレーニングファームが設立 
 

ＪＡみなみ筑後は、次世代の担い手を育成するため、令和３年度にイチゴの研修

施設「トレーニングファーム」を建設しました。 

トレーニングファームでは、イチゴでの就農を希望する研修生を毎年２名ずつ受

け入れる予定で、本年も２名が令和４年度の就農を目指して研修を開始しました。 

研修では、現役の生産者を講師に迎え、イチゴの多収栽培技術を直接学ぶだけで

なく、土壌肥料や農薬、農業経営、農業機械の操作など農業の基礎知識を座学や実

習を通じて学べるカリキュラムとしています。 

管内では、市、ＪＡ、普及指導センターをメンバーとする「みやま・大牟田地域

新規就農支援協議会」を設置しており、研修生が営農開始するための事前準備をサ

ポートするとともに、いち早く経営を安定させ定着できるように、就農後も継続し

た支援を行うこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 管理作業に励む研修生 

写真１ トレーニングファーム 
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[２] 大木町の松藤富士子氏が令和３年秋の褒章において 
黄綬褒章を受章 

 

令和３年 11 月３日に、大木町の松藤富士子氏が令和３年秋の褒章において黄綬

褒章を受章されました。黄綬褒章は、農業、商業、工業等の業務に精励し、他の模

範となるような技術や事績を有する方に授与されるものです。 

松藤氏は、農家レストラン「株式会社ビストロくるるん」の代表としてリーダー

シップを発揮し、食を通した農業の魅力発信や地域での食育活動などに積極的に取

り組まれています。また、法人メンバーとしてシメジ、アスパラガスの生産や女性

の機械オペレータの普及に貢献されるなど、農村

地域の女性農業者として活躍の場を拡げ、女性活

躍に寄与されていることが高く評価され、今回の

受章に至りました。 

なお、例年東京で行われていた伝達式及び天皇

陛下への拝謁は新型コロナウイルス感染症の感

染状況に鑑み実施されず、11 月 25 日に県知事か

ら受章の伝達が行われました。 

 

[３] 柳川市の中島みゆき氏が令和３年度 
福岡県農業指導功労者表彰を受彰 

 

令和４年２月１日に、柳川市の中島みゆき氏が令和３年度福岡県農業指導功労者

表彰を受彰されました。当表彰は、優れた農業者の育成を通じて、魅力ある農業農

村を築くため農業青年の確保に熱心に取り組み、本県農業の持続的な発展に大きく

貢献した農業指導者の功績を讃え、福岡県知事が表彰するものです。 

中島氏は、水田作、促成ナスの専業農家として経営を確立され、平成８年から女

性農村アドバイザー、平成 18 年からは指導農業士として 14 年間にわたって、農業

青年の育成と地域農業の発展に寄与されました。 

また、「まかせな菜・みつはし」を主宰し、味噌 

・こうじ加工や地域の催しへの参画、サツマイモ 

のほ場管理や収穫など地元４Ｈクラブとの連携な 

どの地域活動にも、積極的に取り組まれています。 

現在は、ＪＡ柳川の理事として地域の農業発展に 

務められています。 

２月４日にセンター長から伝達が行われました。   

 

写真１ 県庁での表彰伝達式の様子 

写真２ 普及指導センターでの 

表彰伝達式の様子 
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Ⅲ 令和３年の気象概況と対応 

 [１] 気象概況 

 令和３年の気象の特徴には、次のことが挙げられる。 

① １月下旬～４月上旬の高温傾向（期間平均気温 平年比＋2.7℃） 

② ５月 15 日頃の梅雨入り（平年より 20 日、令和２年より 27 日早い） 

③ ５月 20 日の大雨 (降水量アメダス大牟田 115.5mm、アメダス柳川 100.0mm)  

④ ６月中旬から７月下旬の小雨傾向（期間降雨量 182mm、平年比 23.4％） 

⑤ ８月 11 日～15 日にかけて（期間降水量アメダス大牟田 855.0mm、アメダス

柳川 713.5mm）の大雨 

  図１ 令和３年の旬別平均気温、降水量及び日照時間（大牟田市 アメダスデータ）  

平均気温 

降水量 

日照時間 



- 17 - 

 

[２] 主な気象とその対応 

梅雨入りが例年より 20 日程度早く、その後も平年に比べ曇りや雨の日が多い見込み 

で農作物への影響が懸念された。 

８月 11 日からの長雨により浸・冠水による被害が、水稲、大豆、施設園芸、果樹、  

畜産で発生した。 

台風は、10 号が九州北部に接近、９号が九州南部に 14 号が福岡県に上陸した。 

 

(１) ５月 20 日の大雨 

５月 20 日（アメダス大牟田 115.5mm、１時間最大降水量 20.5mm、アメダス柳川

100.0mm、１時間最大降水量 20.5mm）の大雨により、小麦で倒伏の被害が見られた。 

 

(２) ８月 11 日～15 日の大雨 

  ８月 11 日～15 日（アメダス大牟田 855.0mm、アメダス柳川 713.5mm）の大雨の影響で、

水稲の冠水、大豆の浸・冠水、イチゴ苗の浸・冠水、アスパラガス及び花きほ場の畝上

浸・冠水、ブドウ、イチジク、キウイ園の浸水、牛舎内の浸水などの被害が発生した。特

に大豆では浸・冠水後に枯死するなど被害は甚大であった。 

また、機械類（暖房機・光合成促進装置・かん水ポンプなど）への浸・冠水の被害も見

られた。 

   

(３) 台風 14 号の被害 

台風 14 号（９月 17 日 アメダス大牟田 最大瞬間風速 22.2m/s（18:55 南西）降水量

13.5mm 三池港満潮時刻 19:22）の被害は、有明海沿岸などで水稲、大豆、オクラ、イ

チジクに潮風害、施設でビニルやパイプの破損などの被害が発生した。 

 

(４) 普及指導センターが提供した気象災害注意喚起及び対策情報 

下記の技術対策情報の発信、また各品目別に事前対策及び被害が発生した時には早期

回復のための技術対策情報を提供した（表１）。 

 

表１ 主な気象災害対策情報 

期  日 情  報  の  内  容 

令和３年５月 18 日 長雨・日照不足に関する技術対策 

令和３年６月 25 日 高温及び梅雨期の大雨に対する農産物等への技術対策 

令和３年７月 21 日 高温・小雨に伴う農作物等の技術対策 

令和３年８月５日 台風９号及び 10 号の接近に伴う農作物等の技術対策 

令和３年８月 12 日 ８月 16 日にかけての大雨による農作物等の技術対策 

令和３年９月 10 日 台風 14 号接近に伴う農作物等の技術対策 

令和３年 11 月 16 日 原油価格高騰に対する技術対策 

令和３年 12 月 23 日 農作物等の寒害及び雪害の被害防止に向けた技術対策 
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（５）８月 11 日からの長雨被害写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

柳川市大和町大豆ほ場冠水被害の状況（８月 12 日） 

 

 

みやま市瀬高町大豆ほ場被害の状況（８月 16 日） みやま市瀬高町イチゴ高設育苗被

害の状況（８月 15 日） 

 



Ⅳ 令和３年度現地活動情報及び展示ほ成果の概要

［１］ 現地活動情報
Ｎｏ．  表                        題
1 新規栽培者が栽培の基礎を学ぶ
2 日射比例潅水について情報交換
3 大豆の収量向上にむけて
4 初夏の味覚すももの出荷始まる
5 イチゴ栽培の基礎を学ぶ
6 JAみなみ筑後ダリアリキュウソウ研究会花育活動
7 次作に向けて土づくりを学ぶ
8 第11回ちく和会共進会が開催されました
9 大豆の高品質安定生産に向けて
10 柑橘部会青年部で現地研修会を開催
11 令和３年度の南筑後地域農業青年アカデミーを開講
12 大豆の適期播種に向けて
13 大豆の部分浅耕一工程播種が拡大中
14 今後のミカン生産について意見交換
15 イチジクの出荷始まる
16 南筑後地域新規就農者研修会を開催
17 シャインマスカット出荷最盛期を迎える
18 永続的な担い手の育成に向けて
19 酪農の暑熱対策研修会を開催
20 LAIと光を有効活用したナス生産に向けて
21 花き若手生産者を対象とした研修会
22 初級パソコン簿記講座を開催
23 イチゴ栽培の基礎を学ぶ②
24 YouTubeで温州ミカン「北原早生」をPR
25 農業経営セミナーを開催
26 麦類の収量安定・品質向上に向けて
27  ゲノミック研修会を開催
28 イチゴの生産環境モニタリングによる技術改善
29 温州ミカン「北原早生」出荷量1,000t突破！！
30 第３回イチゴ営農基礎講座を開催
31 南筑後と八女の４Hクラブ員が農業基礎知識を競う
32 ガーベラ研修会を開催
33 青年農業者が農業経営の目標や地域活動を発表
34 集落営農法人の経営安定に向けて 
35 冬春ナスのLAIを指標とした整枝方法の確立に向けて 
36 青年農業者が６次産業化・土づくりを学ぶ
37 令和３年度南筑後地域農業青年アカデミー修了式
38 若手イチゴ生産者の栽培技術改善を支援
39 花き若手勉強会を開催
40 冬春なすの効率的な環境制御技術確立に向けて
41 大豆の産地復活にむけて
42 立茎スタディツアーを開催
43 水田農業の省力・低コスト化に向けて
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[２] 主な展示ほ成果の概要 

対象作物 設置場所 課題及び成果概要 

大豆 

柳川市 

みやま市 

大木町 

大豆作における部分浅耕一工程播種の効果の確認 

 

 麦収穫後、麦うねをそのまま残し、改造ロータリーで播種条を浅く、

条間を標準の深さで耕起しながら大豆を播種する「部分浅耕一工程播

種」の展示ほを各地区に設置。通常の二工程播種と比べて降雨後に早

く播種が可能であり、生育量を確保できることを確認した。 

ナス 
柳川市 

みやま市 

新規天敵資材「リモニカスカブリダニ」による防除効果の確認 

 

新規天敵資材であるリモニカスカブリダニは低温環境での生存性が

良好であり、厳寒期における天敵定着数が多いことが示唆された。タ

バコカスミカメなどの複数の天敵と組み合わせることで、冬春ナスに

おける安定した害虫防除体系が期待される。 

トマト 柳川市 

冬春トマトにおける土着天敵タバコカスミカメを用いたコナジラミ類

防除法の確立 

 

令和３年５月までの調査では、定植後、土着天敵タバコカスミカメ

の放飼により栽培終期までコナジラミ類の増加を抑制することができ

た。また、殺虫剤の散布回数が慣行防除体系より減少し、殺虫剤費用

を32％削減することができた。令和３年産では、さらにタバコカスミ

カメとコナジラミ類忌避剤を組み合わせた、防除体系を検討している。 

キウイフルー

ツ（甘うぃ） 

みやま市 

大牟田市 

「甘うぃ」における低糖度要因の解析 

  

 「甘うぃ」は果実階級２Ｌ、糖度16度以上を生産目標に掲げている。

しかし、２Ｌ以上の果実量は増加しているが、低糖度園があるため全

園地対象に過年度実績でグループ分けし、低糖度要因解析を行った。

調査結果より、結実年数の進行に伴い短果枝が増加し、葉果比が低下

することが、低糖度要因の１つと考えられた。 

ダリア みやま市 

ダリアにおける炭酸ガス施用の効果検証 

 

生産者２戸の現地ほ場（面積各10ａ）において炭酸ガス施用試験を

実施した。炭酸ガスの施用により、収量が増加し、品質は慣行栽培と

同等であった。 



Ⅴ 普及指導センター活動体制

 

※　（　　）は窓口

センター長

藤木 宜時

参　　事

堤 慎太郎

果樹花き畜産課長

竹富 禎子

地域振興課長

與田 伸二
（鳥獣害）

地域係長 水田農業係長 野菜第一係長 果樹花き係長 畜産係長

(農業機械、エコ農
産物認証)

(病害虫、農薬)
(試験研究、
知的財産)

長家 美和 中河原憲治 田中 雅也

(環境保全)

江上 修一 川村 富輝

(男女共同参画)

野　　菜 野　　菜 果　　　樹 畜　　産

松下 幸平 大野 礼成 奥 幸一郎 益永 輝幸 平嶋 善典今村  豊

農業経営 水田農業

海野 孝一 野田 美宏 石津 佳祐 松尾 真代 上野 一彦 内川 尚紀

國丸 謙二 末安 英輝 酒井 泰良 牛島 知陽 城野 龍馬

庶　　務 三好 朝子

坂田 由紀 南嶋日向子 樋口 俊輔

木下 佳祐

(６次産業化, 農産物輸
出、  土壌肥料)

徳永 成生

野菜第二係長

甲木 和也
(気象災害、スマート農業)

野菜課長

黒岩 美月 花　　き
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